
（第６６期）

決　算　報　告　書

徳島県徳島市新町橋二丁目２５番地

自　2025 年  4 月  1日

至　2026 年  3 月 31日



（単位：円）

【 】 【 】

】

【 】

（ ）

【株　　主　　資　　本】 【 】

（資　 　本 　　金） （ ）

（無形固定資産） （ ）

（資　本　余　剰　金） （ ）

（ ） （利　益　剰　余　金） （ ）

【評価・換算差額等】 【 】

（ ）

7,373,550,791

30,000,000

186,896,936

建 物 附 属 設 備

構 築 物

6,795,764,058 リ ー ス 債 務

71,296,869

建 物

48,257,770

14,636,160

29,721,610

【固 　定 　資 　産】

19,050,000

600,000

90,000,000

1,417,584

繰 延 税 金 資 産

長 期 前 払 費 用

投 資 信 託

差 入 保 証 金

出 資 金

7,716,500,570

（資　本　余　剰　金）

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

875,000,000

3,961,050,791

156,052,843

156,052,843

2,500,000,000

7,529,603,634純資産の部 合計

【流 　動 　資 　産】

1,800,298

13,305,600

219,732,815

617,588

6,010,566,622

5,882,205,910

預 託 金 10,080

ソ フ ト ウ ェ ア

17,283,048

資 産 の 部  合 計

電 話 加 入 権

（投資その他の資産）

9,439,110

3,107,533

貸　借　対　照　表
（ 2026年 3月 31日現在 ）

11,467,854

11,011,300

預 り 金

未 払 法 人 税 等

科　　　　　目金　　　額科　　　　　目

負　　　債　　　の　　　部資　　　産　　　の　　　部

金　　　額

貸 倒 引 当 金

未 払 費 用現 金 及 び 預 金

未 収 手 数 料

賞 与 引 当 金

未 払 消 費 税

退 職 給 付 引 当 金784,579,848（有形固定資産）

未 収 入 金

7,716,500,570

資 本 金

612,588

5,000

投 資 有 価 証 券

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

機 械 装 置 64,071,555

30,000,000

負債及び純資産の部 合計

負債の部 合計

【【固　　定　　負　　債】

繰 延 税 金 負 債

純　資　産　の　部

920,736,512

891,202,713

29,615,563

6,236

4,591,091

【流　　動　　負　　債】

△ 88,000

406,579,900

74,498,589

138,639,166

32,316,500

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

2,500,000,000

2,500,000,000

4,843,550,791

7,500,000

3,900,000



重要な会計方針に係る事項に関する注記

有価証券の評価基準及び評価方法

①時価のあるもの

②時価のないもの　　　　　

取得原価法により評価しています。

固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

②無形固定資産

法人税法の規定による定額法を採用しています。

引当金の計上基準

①貸倒引当金

②賞与引当金

③退職給付引当金

④役員退職慰労引当金

その他計算書類作成のための基本となる重要事項

①リース取引の処理方法

・

・

②消費税等の会計処理

税抜経理方式を採用しています。

貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額　　224,191,254円

会計方針の変更に関する注記

2018年3月31日以前に取得したものは、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

は、以下の会計処理をしています。

法人税法の規定による定率法を採用しています。なお、1998年4月１日以降に取得した建物

（建物付属設備を除く）及び2016年4月1日以降に取得した建物付属設備ならびに構築物につ

いては、定額法を採用しています。

従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給額を計上しています。

この計算書類は、「中小企業の会計に関する指針」に基づき作成しています。

従業員の賞与支給に備えるため、直近の支給実績に基づき、直近の支給額と同額を計上してい

１．

 個　　別　　注　　記　　表 

（自 2025年4月1日　至 2026年3月31日）

(1)

(2)

(3)

ます。

期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しています。なお、評価差額は全部純資産直

入法により評価しています。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法人税法の規定による法定繰入率
により計上しています。

役員への退職慰労金支給に備えるため、当事業年度末までに発生していると認められる額を
計上しています。

３．

(4)

２．

2018年4月1日以後に取得したのもは、通常の売買処理にかかる方法に準じた会計処理


